
令和７年度 第２回士別市保健医療福祉対策協議会

日 時 令和８年３月４日（水) 午後６時 30 分

場 所 士別市民文化センター研修室（１階）

１．開 会

２．議 題

（１）令和８年度健康福祉部関係事業の主な予算（案）について【資料１】

（２）その他

３．閉 会



資料１

令和８年度健康福祉部関係事業の主な予算（案）

課名 ページ 課名 ページ

地域福祉課 １ ～ ５ こども・子育て応援課 ６ ～ ９

高齢者福祉課 10 ～ 17 保健福祉センター 18



（単位：千円）

1,526 1,376 ▲ 150 地域福祉課

160 160 0 地域福祉課

26,924 29,017 2,093 地域福祉課

1,944 2,160 216 地域福祉課

2,612 2,927 315 地域福祉課

242 242 0 地域福祉課

950 950 0 地域福祉課

№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

1
福祉ボランティア育
成事業 　地域福祉を推進するため、士別市社会福祉協議会に対して、ボランティア団体の育成と

底辺拡大の取り組みを支援する。

2
ふれあい広場開催事
業 　ノーマライゼーションの周知・普及・定着を図ることを目的に、「ふれあい広場」の開

催を支援する。

3
社会福祉協議会補助
事業 　地域福祉の推進の拠点となる、士別市社会福祉協議会の事務局職員の人件費を補助す

る。

4
福祉活動専門員設置
補助事業 　市民や関係団体等と連携しながら、地域福祉活動の推進を図るため、士別市社会福祉協

議会に対して事務局長人件費の一部を助成する。

5
心身障がい者ハイ
ヤー料金等助成事業 　障がい者等の社会参加の促進と福祉の増進を図るため、ハイヤー運賃または自家用車の

燃料費を助成する。

6
社会福祉団体運営補
助事業 　社会福祉団体の活動を支援し、会員相互の福祉の増進を図るため、事業運営・研修経費

の一部を補助する。

7
福祉の店障がい者就
業補助事業 　障がい者の社会参加の促進を図るため、福祉の店シュペツ運営委員会に対し、就業費の

一部を助成する。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

843 588 ▲ 255 地域福祉課

　・配食サービス 120

　・除雪サービス 273

　・緊急通報サービス 84

　・要援護者等移動支援助成 111

196 210 14 地域福祉課

634 634 0 地域福祉課

1,142 1,496 354 地域福祉課

【拡大】

3,447 3,247 ▲ 200 地域福祉課

　・研修費補助 200

　・支度金補助 1,400

　・家賃支援補助 300

　・従事者確保・定着補助 800

　・新規介護従事者就労支援 300

　・各種介護資格研修受講料貸付 247

8
障がい者在宅サービ
ス事業

　在宅の障がい者が、安心した暮らしができるよう各種サービスを提供する。

9
障がい者団体等市外
活動等交通費助成事
業

　障がい者の社会参加の促進を図るため、研修事業や各種大会等を開催する場合の交通費
等の一部を助成する。

10
重症心身障がい児等
通園送迎事業 　在宅の重症心身障がい児及び障がい者が、日常動作や運動機能等にかかわる訓練・指導

等の必要な療育を受けるため、北海道療育園に通園する際の送迎業務を委託する。

11
障がい児通所支援事
業 　こども通園センター「のぞみ園」及び放課後等デイサービスセンター「青空」以外の障

がい児通所施設の利用料に加え、教材費やおやつ代等の実費負担も助成対象とすることで
保護者の更なる負担軽減を図る。

12
障がい者施設等従事
者確保緊急支援事業

　障がい者施設等従事者を確保するため、時限的な対策として各種助成を行う。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

109 228 119 地域福祉課

【拡大】

804,634 790,819 ▲ 13,815 地域福祉課

6,839 6,459 ▲ 380 地域福祉課

6,472 6,631 159 地域福祉課

46,500 46,236 ▲ 264 地域福祉課

37,368

160

8,688

返還金 20

13
意思疎通支援者等養
成事業 　聴覚障がい者の自立と社会参加の促進を図るため、要約筆記者派遣時の負担軽減に資す

る消耗品等を支援するとともに、手話通訳・要約筆記者養成講座の助成対象に宿泊費を加
えることで、新たな意思疎通支援者の養成を図る。

14
障がい者自立支援給
付事業 　障がいのある方が、健全で安らかな生活を営むことができるよう日常生活を送る上で必

要なサービスの利用料を支援する。

15
身体障がい者補装具
給付事業

　身体の機能を補うための補装具を給付し、障がい者の日常生活のサポートを行う。

16
特別障がい者手当等
給付事業 　在宅での重度の障がいによって生ずる精神的、経済的な負担を軽減するため、手当を支

給する。

17 自立支援医療事業
【更生医療】：障がいにより低下した日常生活能力や職業能力を回復・向上・獲得するた
め、リハビリテーション医療（更生医療）を受ける障がい者に医療費の一部を支給する。

【育成医療】：身体障がいを除去、軽減する治療によって、効果が期待できる児童に医療
費の一部を支給する。

【療養介護】：医療と常時の介護を必要とする者に、医療機関における機能訓練や療養上
の管理、介護、監護、日常生活の支援などを行う。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

32,083 33,792 1,709 地域福祉課

　・地域活動支援センター委託 5,138

　・移動支援事業委託 1,434

　・障がい者相談支援業務委託 6,725

　・基幹相談支援センター運営委託 4,985

　・日常生活用具給付 10,917

　・訪問入浴サービス 2,880

　・その他 1,713

5,039 5,351 312 地域福祉課

　・相談支援員　1人 4,898

　・住居確保給付金 270

　・事務費等 183

259,973 267,163 7,190 　・生活扶助 98,097 地域福祉課

　・住宅扶助 28,140

　・教育扶助 594

　・介護扶助 6,184

　・医療扶助 128,004

　・生業扶助 249

　・葬祭扶助 383

　・保護施設事務費 4,802

　・就労自立給付金 300

　・進学準備給付金 300

　・生活保護返還金 110

　　　　生活保護者延人数　　1,956人　　保護率　 　1.01％

18 地域生活支援事業

　障がい者が地域で安心した生活が営めるよう支援する。

19
生活困窮者自立支援
事業 　生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者が抱える多様な問題に対して総合的に対応

するとともに、自立や就労に向けて支援する。

20 生活保護扶助事業
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

2,675 2,675 0 地域福祉課

18,025 17,367 ▲ 658 　・上士別医院　経営委託料 8,709 地域福祉課

　・多寄医院　　指定管理料 7,056

　・維持管理費 1,602

13,874 13,262 ▲ 612 　・あさひクリニック　経営委託料 10,393 地域福祉課

　・維持管理費 2,869

21 開業医誘致助成事業
　地域医療体制の安定・拡大を図るため、開業医に対して開設・運営に要する費用の一部
を助成する。（助成先　しべつ眼科

22
上士別・多寄診療所
管理運営事業

23
あさひクリニック管
理運営事業
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（単位：千円）

15,625 15,889 264 　地域保育所を設置し、管理運営を委託する。 こども・子育て応援課

　・上士別保育園 15,642

　・その他運営経費 247

89 80 ▲ 9 こども・子育て応援課

700 700 0 こども・子育て応援課

3,683 3,839 156 こども・子育て応援課

269 405 136 こども・子育て応援課

272 478 206 こども・子育て応援課

1,250 900 ▲ 350 こども・子育て応援課

№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

1
地域保育所管理運営
委託事業

2
ひとり親家庭等交通
費支援事業 　ひとり親家庭等の児童が、市立病院小児科の診療時間外に名寄市立総合病院小児科を受

診する際に、ハイヤーを利用した場合の交通費を助成する。

3 入所助産実施事業
　経済的理由により入院助産を受けることができない妊産婦に、入院助産に要した費用の
一部を助成する。

4
つどいの広場運営事
業 　子育て中の親子が気軽に集い相互交流を図るほか、子育て相談などの育児支援を行い、

安心して子育てができる環境を整備するため、つどいの広場「きら」を運営する。

5
すくすく子育て支援
事業 　幼稚園及び認定こども園の職員を対象とした研修費及び児童を対象とする体験教室の経

費を補助する。

6
子どもの権利推進事
業 　子どもの権利条例の理念に基づき、子どもの権利に関する市民への啓発や子どもの権利

侵害に関する相談体制の充実を図る。

7
保育士等確保対策就
労支援事業 　保育士等の働き手不足を解消するため、一定の就労期間を経過した保育士等に就労助成

金を交付するほか、３年間（Ｒ７～Ｒ９）の特別措置として産休等代替保育士についても
助成対象に拡大し、人材の確保を図る。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

2,336 5,541 3,205 こども・子育て応援課

231,605 224,250 ▲ 7,355 こども・子育て応援課

56,291 52,442 ▲ 3,849 こども・子育て応援課

1,690 1,680 ▲ 10 こども・子育て応援課

　・小学生　対象者（予定）　　９人

　　　　　　支給額（入学児童１人当たり）　　30千円 270

　・高校生　対象者（予定）　　10人

　　　　　　支給額（入学生徒１人当たり）　　50千円 500

　・大学・専門学校　対象者（予定）　　13人

　　　　　　支給額（入学学生１人当たり）　　70千円 910

25,293 34,767 9,474 こども・子育て応援課

　・運営費（うち会計年度任用職員　３名　17,997） 19,489

　□ 職員費　　２名 15,278

50,360 53,617 3,257 こども・子育て応援課

　・運営費（うち会計年度任用職員　４名　21,689） 25,768

　□ 職員費　　３名 27,849

計画的に児童福祉施設を整備し、安全な保育環境の確保と施設の長寿命化を図る。
8

児童福祉施設等環境
整備事業

9 児童手当支給事業
　子どもの健全育成と家庭における生活の安定のため、高校修了前の子どもの扶養者に児
童手当を支給する。

10
児童扶養手当支給事
業 　父又は母と生計を同じくしていない児童を養育しているひとり親家庭等の児童福祉の増

進を図るため、児童扶養手当を支給する。

11
ひとり親家庭等児童
入学資金支給事業 　小学校、高校、大学・専門学校等に入学・進学する子を持つひとり親家庭等に、入学支

度資金を支給する。

12
児童相談支援セン
ター運営事業 　子どもの発達等について総合的な相談支援を行うため、児童相談支援センター「虹」を

運営する。

13
こども通園センター
運営事業 　心身に障がい又は発達の遅れが疑われる児童とその家族に、日常生活における基本的動

作の指導及び集団生活への適応訓練を実施するため、こども通園センター「のぞみ園」を
運営する。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

69,762 73,982 4,220 こども・子育て応援課

　・運営費（うち会計年度任用職員　12名　43,399） 48,422

　□ 職員費　　３名 25,560

165,934 171,962 6,028 　北星保育園を管理運営する。 こども・子育て応援課

　・運営費（うち会計年度任用職員　20名　86,837） 107,180

　□ 職員費　   ９名 64,782

　

186,731 200,915 14,184 　あいの実保育園を管理運営する。 こども・子育て応援課

　・運営費（うち会計年度任用職員　21名　87,834） 114,241

　□ 職員費　　12名 86,674

41,889 44,589 2,700 　あさひ認定こども園を管理運営する。 こども・子育て応援課

　・運営費（うち会計年度任用職員　６名　17,874） 26,885

　□ 職員費　　２名 17,704

32,213 36,032 3,819 こども・子育て応援課

　・運営費（うち会計年度任用職員　３名　13,934） 14,202

　□ 職員費　　３名 21,830

14
放課後等デイサービ
スセンター運営事業

　心身に障がい又は発達の遅れが疑われる児童に、生活能力向上のための指導や社会との
交流を促進するため、放課後等デイサービスセンター「青空」を管理運営する。

15
北星保育園管理運営
事業

16
あいの実保育園管理
運営事業

17
あさひ認定こども園
管理運営事業

18
子育て支援センター
運営事業 　子育て家庭への育児支援と子育て情報の発信を行うため、子育て支援センター「ゆら」

を運営する。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

630 630 0 こども・子育て応援課

12,370 15,161 2,791 こども・子育て応援課

　・運営費（うち会計年度任用職員　３名　14,338） 15,161

　・指定団体　子育てサポートむっくり

19 特別保育推進事業
　保護者が就労等の理由で、市が指定する団体に特別保育を依頼した場合の保育料の一部
を支援する。

20
こども家庭センター
事業 　母子家庭機能と児童福祉機能を一体的に妊産婦や子育て家庭への相談支援を行うため

「こども家庭センター」を運営する
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（単位：千円）

8,079 7,824 ▲ 255 高齢者福祉課

　・敬老事業開催助成　 6,986

　・敬老祝金支給事業等 838

7,389 11,170 3,781 高齢者福祉課

13,240 13,849 609 高齢者福祉課

143 390 247 高齢者福祉課

 ・生計困難者在宅サービス負担軽減事業 41

 ・社会福祉法人等サービス利用者負担軽減事業 349

2,643 2,389 ▲ 254 　老人クラブ連合会及び老人クラブに補助金を交付する。 高齢者福祉課

　・老人クラブ運営補助事業（20団体） 1,087

　・老人クラブ連合会補助事業 1,302

7,520 7,467 ▲ 53 高齢者福祉課

　・新規介護従事者就労支援 1,300

　・介護従事者研修費補助 1,200

　・介護ロボット導入補助 300

　・介護実習生等受入補助 2,400

　・研修受講費貸付金 1,058

　・事務費等 1,209

　低所得者に対する介護サービス利用者負担軽減対策を実施する。

№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

1
敬老事業開催助成及
び敬老祝金支給事業

　白寿及び米寿を迎える高齢者に祝金・祝品を贈呈するとともに、敬老事業を主催する自
治会に対して助成金を交付する。

2
敬老バス乗車証交付
事業 　満70歳以上の申請者に敬老バス乗車証を交付することで、高齢者の外出支援を行い、健

康で豊かな生活の充実を図る。

3 除雪サービス事業
　除雪の労力の確保が困難な高齢者等が在宅生活の安全確保のため、日常生活に必要な通
路及び屋根・軒下の除雪を行う。

4
介護保険利用料軽減
対策事業

5
老人クラブ連合会及
び老人クラブ補助事
業

6
介護従事者新規就労
定着支援事業 　介護従事者の確保及び定着を図るため、事業所に対する助成と従事者に対する貸付及び

助成を行う。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

2,065 2,065 0 高齢者福祉課

2,076 2,196 120 高齢者福祉課

2,310 2,310 0 　医療介護連携ネットワークシステムの安定的かつ適正な運用を図る。 高齢者福祉課

　・回線使用料 1,349

　・事務費等 961

4,800 4,800 0 　介護従事者を確保するため、時限的な対策として各種助成を行う。 高齢者福祉課

　・支度金補助 1,200

　・家賃支援補助 900

　・リスタート支援補助 700

　・従事者確保・定着補助 2,000

0 4,270 4,270 高齢者福祉課

　・アンケート調査業務委託料 3,113

　・事務費等 1,157

255,255 258,956 3,701 高齢者福祉課

　・養護老人ホーム措置費 258,907

　・事務費等 49

7
自立支援在宅生活支
援助成事業 　高齢者が要介護状態になることを予防し、自立した在宅生活を継続するため、住宅改修

及び福祉用具購入に要する費用の一部を助成する。

8
要援護者等移動支援
助成事業 　医療機関受診時にホームヘルパーの同行が必要な要介護者等に、通院に要する交通費の

一部を助成する。

9
医療介護連携ネット
ワーク事業

10
介護従事者確保緊急
支援事業

11
高齢者福祉・介護保
険事業計画策定事業 　第10期士別市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定に関するニーズを把握する

ため、アンケート調査を実施する。

12 老人保護措置事業
　生活環境上、身体上、精神上及び経済的理由で、在宅において生活することが困難な高
齢者の生活安定を図るため、入所措置を行う。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

200 200 0 高齢者福祉課

51,723 67,547 15,824 高齢者福祉課

　・指定管理料 67,547

0 17,049 17,049 高齢者福祉課

　・真空式温水器更新 17,049

21,697 42,317 20,620 高齢者福祉課

　・指定管理料 42,317

0 45,363 45,363 高齢者福祉課

　・給湯管更新 45,363

3,819 3,961 142 高齢者福祉課

67,401 70,196 2,795 高齢者福祉課

　・運営費(うち会計年度任用職員　8名　20,686) 42,063

　□ 会計年度任用職員以外の職員　3名 28,133

　指定管理者制度を活用し、養護老人ホーム桜丘荘の管理運営を行う。

　養護老人ホーム桜丘荘の設備更新を行う。

　指定管理者制度を活用し、特別養護老人ホームコスモス宛の管理運営を行う。

　特別養護老人ホームコスモス苑の設備更新を行う。

13
生活支援ショートス
テイ事業 　家族が冠婚葬祭等で家を留守にする場合に、同居する自立高齢者に短期入所を提供す

る。

14 桜丘荘運営事業

15 桜丘荘整備事業

16
コスモス苑管理運営
事業

17 コスモス苑整備事業

18
いきいき健康セン
ター介護予防事業 　60歳以上の市民を対象に、運動習慣の定着化と認知症予防に関する知識習得、知的活動

の実践で自主的な介護予防活動を推進する「いきいきクラブ」を実施する。また、いきい
きクラブ修了者への継続支援を目的とした「サフォーク元気クラブ」、出張所地区での介
護予防を図る「出張所サフォークジム」を実施する。

19
いきいき健康セン
ター管理運営事業 　市民の健康長寿とコミュニティ活動の推進を図るため、いきいき健康センターを管理運

営する。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

11,833 11,832 ▲ 1 高齢者福祉課

750,780 840,378 89,598 　居宅介護サービス給付費　　 高齢者福祉課

　・訪問介護　　　　　　　 361,000

　・訪問入浴　　　　　　 10,072

　・訪問看護　　　　 28,000

　・訪問リハビリテーション　　　　　　　 26,438

　・通所介護　　　　　　 22,428

　・通所リハビリテーション　　 62,828

　・福祉用具貸与　　　 53,155

　・短期入所生活介護　　　　 29,014

　・短期入所療養介護　　　　 4,616

　・居宅療養管理指導　　　 23,748

　・特定施設入居者生活介護　　　 219,079

471,564 528,950 57,386 　地域密着型介護サービス給付費 高齢者福祉課

　・小規模多機能型居宅介護 60,850

　・認知症対応型共同生活介護 243,983

　・認知症対応型通所介護 51,232

　・地域密着型介護老人福祉施設 76,000

　・地域密着型通所介護 93,028

　・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1,060

　・複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 2,797

840,400 939,872 99,472 　施設介護サービス給付費　　 高齢者福祉課

　・介護老人福祉施設　　　　　　　　　　 440,594

　・介護老人保健施設  　　　　　　　　 479,618

　・介護医療院　 19,660

20 介護認定審査事業
　介護認定を希望する被保険者に心身状況の訪問調査を行い、医師の意見書を添えて、士
別圏域（士別市、剣淵町、和寒町、幌加内町)で共同設置する介護認定審査会で判定する。

21
居宅介護サービス給
付事業

22
地域密着型介護サー
ビス給付事業

23 
施設介護サービス事
業
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

2,400 2,600 200 高齢者福祉課

4,752 5,933 1,181 高齢者福祉課

96,102 94,597 ▲ 1,505 高齢者福祉課

55,046 57,590 2,544 　介護予防サービス給付費　　 高齢者福祉課

　・予防訪問看護　　　　　　 3,296

　・予防通所リハビリテーション　　 17,600

　・予防福祉用具貸与　　　 9,687

　・予防短期入所生活介護　　　　 800

　・予防訪問リハビリテーション 11,000

　・予防居宅療養管理指導　　　　 911

　・予防特定施設入居者生活介護　　 14,296

5,026 12,025 6,999 　地域密着型介護予防サービス給付費 高齢者福祉課

　・予防小規模多機能型居宅介護 4,025

　・予防認知症対応型通所介護 8,000

1,300 1,115 ▲ 185 高齢者福祉課

3,000 2,986 ▲ 14 高齢者福祉課

9,728 10,228 500 高齢者福祉課

　入浴や排せつなどに使用する福祉用具購入費用に対し、給付を行う。（要介護者対象）

　手すり設置、段差解消等小規模な住宅改修費用に対し、給付を行う。（要介護者対象）

　入浴や排せつなどに使用する福祉用具購入費用に対し、給付を行う。（要支援者対象）

　手すり設置、段差解消等小規模な住宅改修費用に対し、給付を行う。（要支援者対象）

24
介護福祉用具購入事
業

25 介護住宅改修事業

26
居宅介護サービス計
画事業 　要介護者が居宅介護支援事業者から居宅介護支援を受けたときにかかった費用に対し、

給付を行う。

27
介護予防サービス給
付事業

28
地域密着型介護予防
サービス給付事業

29
予防福祉用具購入事
業

30 予防住宅改修事業

31
介護予防サービス計
画事業 　要支援者が介護予防支援事業者から介護予防支援を受けたときにかかった費用に対し、

給付を行う。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

65,344 73,645 8,301 高齢者福祉課

8,000 8,000 0 高齢者福祉課

1,404 702 ▲ 702 高齢者福祉課

80,000 81,150 1,150 高齢者福祉課

59,403 59,794 391 高齢者福祉課

　・総合事業高額介護サービス費 228

　・総合事業高額医療合算介護サービス費 47

　・第１号訪問事業 16,328

　・第１号通所事業 43,000

　・審査支払手数料 191

14,538 14,874 336 高齢者福祉課

820 760 ▲ 60 高齢者福祉課

　在宅での入浴が困難な要介護者及び要支援者に、施設入浴サービス料を助成する。

　自治会等が開催する地域サロンを支援する。

32
高額介護サービス事
業 　介護保険の利用者負担が高額となり、個人または世帯の上限額を超過した場合、高額介

護サービス費を支給する。

33
高額医療合算介護
サービス事業 　医療保険と介護保険の利用者負担の合計額が高額となり、利用者負担限度額を超過した

場合、高額医療合算介護サービス費を支給する。

34 特別給付事業

35
特定入所者サービス
事業 　施設入所、短期入所サービス利用者の食費と居住（滞在）費について利用者の負担段階

に応じて補足給付を行う。

36 サービス事業
　総合事業対象者及び要支援者に相当する状態等の方を対象に、介護予防や生活支援サー
ビスを総合的に実施する。

37
介護予防ケアマネジ
メント事業 　介護予防に関するマネジメント(アセスメント・介護予防ケアプランの作成及び評価等)

を実施する。

38
地域介護予防活動支
援事業
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

5,138 5,444 306 高齢者福祉課

　・いきいきサロン事業 5,417

　・アルツハイマーデー啓発イベント 27

12,645 13,017 372 高齢者福祉課

1,995 2,294 299 高齢者福祉課

89 77 ▲ 12 高齢者福祉課

173 105 ▲ 68 高齢者福祉課

203 207 4 高齢者福祉課

　・認知症サポーター等養成事業 65

　・介護教室開催事業 42

　・徘徊高齢者捜索補助機器助成金交付事業 100

39
介護予防普及啓発事
業 　軽運動やレクレーションなど、市民が交流できる居場所づくりを行う。また、認知症で

ある本人や介護する家族への支援・見守りについて考える機会となるよう、啓発イベント
を実施する。

40 総合相談事業
　地域包括支援センターと委託先の在宅介護支援センターが、総合相談窓口として、高齢
者やその家族からの相談に対応し支援する。
　また、高齢者の実態把握や相談協力員などとの連携を図り、地域の実情や課題を整理す
る。

41 権利擁護事業
　認知症等により判断能力が不十分な方等が尊厳のある生活を行うことができるよう、専
門的な視点から高齢者の権利擁護のために必要な支援を行う。

42
包括的・継続的ケア
マネジメント支援事
業

　地域のケアマネジャー支援のため、介護支援専門員研修会を開催するほか、地域包括ケ
ア会議を実施し、地域における連携・協働の体制作りやケアマネジャーに対する支援等を
行う。

43
介護給付等費用適正
化事業 　利用者に適切なサービスを提供できる環境の整備を図り、介護給付等に要する費用の適

正化を図る。

44 家族介護支援事業
　介護方法の指導、その他の要介護者を現に介護する方の支援のために、在宅介護支援な
どの事業を実施する。
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№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

30 30 0 高齢者福祉課

　・見込件数　15件×2,000円

10,688 10,455 ▲ 233 高齢者福祉課

　・配食サービス 2,641

　・福祉パトロール事業 1,325

　・介護相談員派遣事業 761

　・緊急通報サービス 5,728

2,670 2,505 ▲ 165 高齢者福祉課

224 269 45 高齢者福祉課

214 211 ▲ 3 高齢者福祉課

609 607 ▲ 2 高齢者福祉課

　・認知症カフェ事業 480

　・認知症地域支援推進員等設置事業 127

5,004 5,733 729 高齢者福祉課

45 住宅改修支援事業
　居宅介護（予防）支援を受けていない利用者に対して住宅改修理由書を作成した場合
に、居宅介護支援事業所に手数料を支給する。

46
地域自立生活支援事
業 　介護サービスを受けながら、地域において安心して自立した日常生活を営むことができ

るように、各種事業を実施する。

47
在宅医療・介護連携
推進事業 　在宅医療・介護連携推進に向け、医療側と介護側の双方が情報を共有できるよう、整備

を進める。

48
生活支援体制整備事
業 　住み慣れた地域で生活が送れるようにニーズ把握から課題解決に向けた仕組みづくりに

取り組む住民主体の組織（地域助け合い活動協議体）に対し支援をする。

49
認知症初期集中支援
推進事業 　認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を配置し、早期診

断・早期対応に向けた支援体制を構築する。

50
認知症地域支援・ケ
ア向上事業 　認知症についての相談が必要な認知症高齢者及びその家族等に、専門的な相談支援及び

家族の集いの場を提供する。

51 在宅介護慰労事業
　要介護４または５に認定された要介護者を自宅で介護する方の支援のため、介護用品購
入券及び無料短期入所利用券を支給する。
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（単位：千円）

2,000 1,500 ▲ 500 保健福祉センター

2 母子保健事業

8,933 9,682 749 保健福祉センター

　・妊産婦・乳幼児健診、マタニティースクール等 7,532

　・乳幼児各種検査・検診 745

　・妊産婦交通費助成 482

　・産後ケア事業 900

　・事務費等 23

1,606 1,490 ▲ 116 保健福祉センター

18,133 17,984 ▲ 149 　がんの早期発見・早期治療を図るため、各種がん検診を実施する。 保健福祉センター

138 138 0 保健福祉センター

541 984 443 保健福祉センター

8,319 0 ▲ 8,319 保健福祉センター

　入院を必要とする重症未熟児の養育に必要な医療費を助成する。

　市民が健康で豊かな食生活を実践するために、食育を総合的に推進する。

№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

1
未熟児養育医療給付
事業

　母子保健法、健康増進法及び次世代育成支援対策推進法に基づき、各種母子健診及び妊
娠中からの子育て支援を行い、母子の健康維持と育児支援を図る。

3 成人保健事業
　生活習慣病予防の普及啓発、さらには早期発見、早期治療を図るため、健康相談や訪問
指導等を実施する。

4 がん検診事業

5 食育推進事業

6
不妊・不育症治療費
等助成事業

　不妊治療及び不育症の治療を受けている夫婦に対し、治療費の一部を助成する。

7
成人病健診センター
整備事業

-18-



（単位：千円）

3,998 3,998 こども・子育て応援課

【新規】

【対象者】

保育所等に通っていない ０歳６ヶ月～満３歳未満

【利用可能時間】

子ども１人当たり　月10時間以内

【実施場所】

子育て支援センター「ゆら」　（あいの実保育園２階）

【実施日時】

月曜日～金曜日　（「ゆら」の事業実施日除く）

午前 9:30～11:30　   午後13:30～15:30　　各２時間

【利用定員】

午前・午後　各３人

【利用料金】

300円（１時間当たり）

こども・子育て応援課関係事業　別紙

【事業概要】

№ 事 業 名
事業費

事 業 の 概 要 担 当 部 署
７ 年 度 ８ 年 度 増 減

1 乳児等通園支援事業

　乳児等通園支援事業「こども誰でも通園制度（通称）」は、全ての子育て家庭に対し
て、保護者の多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため創
設された新たな通園制度。
　集団生活により子どもの育ちを応援するとともに、保護者の負担軽減や孤立防止・育児
不安の解消を図る。


